
  

 

 

平成３０年度 

第１回いわき市介護保険運営協議会 

 

議事録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健福祉部 地域医療介護室 

長寿介護課 

 

 



平成３０年度 第１回 いわき市介護保険運営協議会 議事録 

 

１ 日 時 平成３０年５月２３日（水） 午後１時５５分～午後２時４０分 

 

２ 場 所 いわき市文化センター ４階 大会議室⑴ 

 

３ 出席者  

 

委 員 

委 員 

委 員 

委 員 

委 員 

委 員 

金成 明美 

スーディ 神﨑 和代 

山内 俊明 

竹下 真紀子 

鐘下 公美子 

篠原 洋貴 

委 員 

委 員 

委 員 

委 員 

委 員 

委 員 

佐藤 英介 

箱﨑 秀樹 

樫村 恵美 

高橋 幸子 

西丸 一義 

小野 操 

 

４ 事務局職員 

 

保健福祉部   部長 高沢 祐三 

次長兼総合調整担当 飯尾 仁 

        地域医療介護室長 吉村 公孝 

長寿介護課   課長 

課長補佐 

主任主査兼長寿支援係長 

介護保険係長 

介護認定係長 

 長寿支援係 主査 

主査 

江尻 卓資 

鈴木 英規 

藤舘 克共 

坂入 直人 

根本 豊伸 

本田 文徳 

永山 貴一 

地域包括ケア推進課 

     課長 

     主幹兼課長補佐 

企画係長 

主任主査兼事業推進係長 

  

 佐々木 篤 

 山本 博之 

 青木 崇徳 

 佐藤 和幸 

地域医療課   主幹兼課長補佐 

        事務主任 

酒井 光 

金賀 一樹 

地域福祉ネットワークいわき 事務局長 園部 義博 



５ 議 事 

 

⑴ 報告事項 

  ア 第 8 次いわき市高齢者保健福祉計画について 

 

⑵ 協議事項 

  ア 介護医療院に係る基準条例の制定について 

  イ 平成 30 年度介護保険運営協議会の運営について 

 

⑶ その他 

 

６ 会長等の選出について      

議事に先立ち、次の事項について協議・決定された。 

 

 ⑴ 会長、副会長の選出について 

   市介護保険規則第５７条の規定に基づき、委員の互選により、会長、副会長

が選出された。 

 

会長 山内 俊明委員   副会長 金成 明美委員 

 

  ⑵ 地域密着型サービス部会委員の選出について 

    市介護保険規則第５９条第２項並びに第３項の規定に基づき、会長の指名に

より、「市介護保険運営協議会 地域密着型サービス部会」の部会長及び部会

委員について次のとおり選任された。 

 

    部 会 長 スーディ 神﨑 和代委員  部会委員 竹下 真紀子委員 

    部会委員 鐘下 公美子委員     部会委員 篠原 洋貴委員 

    部会委員 樫村 恵美委員      部会委員 西丸 一義委員 

 

  ⑶ 会議の公開等について 

   ① 本協議会について、原則公開とすること。 

   ② 議事の公開に際して、市ホームページに会議資料及び議事録の掲載を行い、

周知を図ること。 

   ③ 議事録の公開にあたり、議事録署名人を設けること。（会長、副会長を除

いた委員の中から、会長の指名により毎回２名ずつ選任） 

 

※議事に先立ち、本日の議事録署名人について、スーディ委員・竹下委員が指名され

た。 



７ 会議の大要 

【報告事項】 

 ア 第 8 次いわき市高齢者保健福祉計画について 

 

 

⑵ 協議事項 

 

ア 介護医療院に係る基準条例の制定について 

 

発言者 内容 

 

 

 

 

≪事務局からの報告に対し、特に委員からの質問等は無かった≫ 

 

発言者 内容 

 

Ａ委員 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

Ａ委員 

 

 

 

 

事務局 

 

平成３０年度以降に新たに整備される介護医療院の予定数を教え

てほしい。 

 

平成 30～32 年度までの 3か年計画では、介護医療院については、

平成 36 年 3 月 31 日をもって廃止となる介護療養型医療施設や医療

療養病床等からの転換分についてのみ整備することとし、新規の施

設整備については設定しないこととしている。  

なお、現在、転換の意向を示している事業所が、２事業所ある。 

 

平成 30～32 年度までの 3か年計画では、新規の介護医療院の整備

は、設定しないとしているが、現在、いわき市に住んでいる約９万

人の高齢者や特別養護老人ホーム等へ入所を希望している待機者に

ついて新規整備がなくても対応が可能なのか。 

 

平成 30～32 年度までの 3か年計画では、介護医療院以外の施設の

新規整備を設定しており、これらの施設の新規整備により待機者対

策を図っていきたい。 




